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I　はじめに
　管理会計は，Management　A㏄㎝ntingあるいは，Managerial　A㏄o㎜ti㎎と
いわれ，経営管理上の意恩決定や業績管理に役立つ会計情報を，経営者・管理
者に提供するシステムである。その意味で，A㏄o㎜ti㎎for　Managementとい
うこともある。
　管理会計は，その萌芽的形態も含めて考えると，1880年代から1930年代にか
けてアメリカで生成・確立されてきた。当時は，原価計算の発現に始まり，標
準原価計算，予算統制，損益分岐点分析あるいはC　V　P（cost－volume－proiit）
分析，直接原価計算といった，伝統的な管理会計の手法が生成・確立されてき
たのであった。
　また，第2次世界大戦後には，資本予算，長期利益計画などの手法や，経営
科学あるいは行動科学などの隣接諸分野の業績を取り入れた学際的アプローチ
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といったトピックが喧伝された。管理会計は，隣接諸分野の議論を包摂しなが
ら，また，あるときは新しい手法を考案し，様々な議論を展開してきたといえ
る。その歴史は，まさに1世紀にわたる物語として語ることができる｛1〕。
　とこ，ろが，1987年にH一↑homas　Johns㎝とRobert　S　kap1anが発表した『有
用性の喪失』（肋伽例c2五〇∫’）と題された著書によって，管理会計の危機がに
わかにクローズアップされ始めた。この本の圏頭で，著者たちは，今日の会計
システムが提供する管理会計情報が，遅延し，粗雑で，歪曲されたものとなり，
経営者の言十画と統制に関する意思決定には有用（re1evant）ではなくなってい
ることを指摘し，この状況を指して「有用性の喪失（relevance　lost）」といっ
ているDohnson　and　Kaplan，1987，p．1］。彼らは，有用性喪失の原因を，現在
の管理会計手続が事実上1925年までに発展し，その後は革新の歩みを止めてし
まった一方で，企業の生産活動の状況が変化しつづけたことに求めている
口ohnson　and　Kaplan，1987，pp．12－13コ。
　その後，多くの管理会計研究者が有用性の喪失や，アクティビティ・ベイス
ト・コスティング（activity・based　costi㎎：AB　C）＝2〕あるいはその他の管理会
計手法についての研究に遷進することになり，Johns㎝とKaplanの問題提起
は，現在の管理会計研究の隆盛の契機となった。
　本論では，管理会計における伝統的なフレームワークを概観し，その底流に
ある概念を検討する。また，伝統的な管理会計に対するアンチ・テーゼとして
登場した，Johns㎝とKaplanの所論を中心に，昨今の管理会計研究の潮流を
紹介する。最後に，今後の管理会計研究における視角の一つとして，戦略的管
理会計を提言し，その可能性を検討する。
n　伝統的管理会計のフレームワーク
ユ．長期的計画と短期的計画
これまで，管理会計の体系をとらえるものとして，計画と統制［Goetz，
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1949；AAA，1956］，意思決定と業績管理［Beyer，1963］，あるいは，戦賂的計
画，マネジメント・コントロール，、およびオペレーショナル・コントロール
エAnthony，1965］といったものが示されてきた。おおよそこれらは，経営管
理のプロセスに関連して示されたものである。現在の管理会計もしくは原価計
算テキストも，これらの体系に基づいて執筆されているものが多い。
　ここでは，管理会計の体系論を詳細に議論するつもりはない。むしろ，経営
計画をその設定期問によって単純に分類するほうが，経営管理プロセス牛管理
会計手法との関係をとらえやすいと考えている。というのも，現在の会計理論
では期間損益計算を前提としており，その損益計算を行う期間を原則として1
年としている。したがって，会計上は，1年を基準にして期問を長期と短期に
分類する。
　そこで，本論では計画設定期聞が1年を超えるものを長期的計画という。す
なわち，長期的計画という用語を，長期計画，中期計画，戦喀的計画といった
諸計画の総称として用いる。これに対して，計画の設定期聞が1年以内のもの
を短期的計画ということにする。短期的計画の典型的な例は，次年度の目標利
益を達成するために設定される利益計画である。以下，それぞれの計画におい
て用いられる管理会計手法を概観する。
2．長期的計画における管理会計手法
　長期的計画における意思決定に関連した管理会計の手法としては，設備投資
の経済計算もしくは資本予算，差額原価収益分析といった間題がとりあげられ
ている。、これらは，それぐれ第2次革界大嘩後に考案さ柞た手法であ辛。どち
らの手法も，一各プロジェクトごとの意恩決定を行うときに，必要であると思わ
れる会計情報を管理会計システムが提供することを前提としたモデルであった。
　設備投資の経済計算では，会計的資本利益率法，回収期間法，正味現在価値
法，内部利益率法というモデルが提示される。会計的資本利益率法，回収期間
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法は，貨幣の時聞価値を考慮しないモデルであり，正味現在価値法，内部利益
率法は，貨幣の時問価値を考慮するモデルである。理論的には，貨幣の時聞価
値を考慮する正味現在価値法や内部利益率法を優れたモデルとしているが，現
実には，回収期間法を閑いる企業が多いという調査結果がたびたび報告されて
いる。
　また，差額原価収益分析では，ある意思決定の結果によって発生額が変化す
る原価や収益にのみ注目する。すなわち，原価についていえば，意思決定に関
連した関連原価のみを分析の対象とし，意思決定の結果に影響を受けない原価
を無関違原価あるいは埋没原価として分析の対象には含めない。収益について
も同じ考え方をとる。このことによって，意思決定に必要なデータを集計する
ときの時間とコストが節約できる。差額原価収益分析の対象として管理会計の
分野で取り上げられている典型的な例が，自製か購入かの意思決定（make　or
buv　decislon）や追加的な受注生産の引き受けについての意思決定である。
　自製か購入かの意思決定は，製品の製造に必要な部品などを例として説明さ
れている。差額原価を，ある部晶を自杜内で製造する場含と外注あるいは外部
から購入する場含とで比較し，どちらがより少ない原価になるかを分析してい
くことになる。また，追加的な受注生産の引き受けの意思決定では，受注した
場合の差額収益と差額原価を計算し，その結果である差額利益が，受注しない
場合の利益額を上回るかどうかを分析する。
　ただし，設備投資の経済計算や差額原価収益分析を行う場合に注意しなくて
はならないのは，会計惰報のみに基づいて意思決定を行ってはならないという
ことである。単純に会計的資本刷益率・正味現在価値・内部利益率が大きいか
ら，回収期問が短いから，減分原価，あるいは，増分利益が期待できるからと
いう理由のみで，長期的計画に関わる意恩決定を行った場合，そこには戦略的
な要因が反映されていないことにもなりかねない。会計惰報という定量的な
データのみではなく，定性的なデータも踏まえて意思決定を行うことが必要な
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のはいうまでもない［岡本，1994，p．722；小林ほか，1994，pp．工33－137］。
したがって，会計情報そのものは，意恩決定を行うときの様々なデータの一部
分でしかないことを認識する必要がある。
3．短期的計画における管理会計手法
　短期的計画における代表的な管理会計手法は，予算管理である。これは，予
算を用いて経営活動を間接的に管理する手法である。予算管理には，利益計画
の設定と統制を通じて，経営活動の調整をはかる役割がある。
　利益計画は，一定の利益目標を達成するために，向こう1年聞の全社的な経
営活動を計画したものである。ただし，利益計画はこれを設定しただけでは，
目標利益を獲得するには不十分であり，計画に沿った経営活動が行われるよう
に経営活動の統制を行う必要がある。利益計画は，統制あるいは業績管理に裏
付けられて現実的なものとなる。
　利益計画を会計モデルとして表現したものが予算である。予算は，各部門あ
るいは各セグメントごとに編成される部門予算と，部門予算を統合して全社的
なレベルで編成される総合予算とに分類される。予算は，次年度の目標利益を
達成するための経営活動についての計画をすべて網羅して編成され，総合予算
である見積損益計算書には次隼度の経営成績が，見積貸借対照表には次年度末
の財政状態が表示されることになる。このことが，予算は会計モデルであると
いわれる所以であり，この意味で，利益計画と予算とは表裏一体の関係にある
といわれている。なお，予算期聞を1年とする年次予算のほかに，より詳細な
スケジュールとして，予算期問が6か月の半期予算，3か月の四半期予算，1
か月の月次予算などを編成することがある。
　予算を編成することで，利益計画は会計数値によって示されたより具体的な
ものとなる。このときに示された，売上高などの収益や各々の費用といった会
計数値は，次年度の経営活動の目標値として設定される。そのため，予算には
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その編成時において計画設定機能があるといわれてい孔
　また，予算が絵に描いた餅にならないよう，経営活動を予算に即して統制し
ていくことも重要である。予算期問中に，実際の経営活動と目標である予算と
の問に組菌吾が生じた場合には，適切な矯正活動を行うこともある。そして，予
算期問終了後には，実際の経営活動に基づいて作成した財務諸表，すなわち損
益計算書および貸借対照表と，予算編成時に作成した員オ務諸表，すなわち見積
損益計算書および見積貸借対照表とを比較し，その差異額を算定して原因を分
析する。
　利益計画を設定するとき，あるいは予算を編成するときには，直接原価計算
が有用である。直接原価計算は，C　V　P分析のもつ前提条件による限界を克服
した計算方式である。もともと，この計算方式は，操業度の変動に影響を受け
ない，すなわち，操業度の変動に関わらず一定額発生する固定費が存在するが
ゆえに，収益と利益とが比例的な関係にならない点に注目したものである。そ
して，固定費の管理を意図して次第に発展し，現在では，貢献利益方式という
段階的に固定費を差し引く計算方式が定着している。直接原価計算は，原価計
算という名称ではあるが，その実質は損益計算を行っているのである。直接原
価計算によれば，操業度の変動に関わらせて，収益，原価，利益が把援できる
ので，利益計画の設定および予算編成のときに宥用なデータを入手できる。
　また，予算管理の前提として整備されていなければならないのが，原価計算
システムである。とくに，製造業では，製造部門の予算を編成するときに正確
な原価資料を必要とする。このとき，製品製造原価の資料は標準原価計算に
よって提僕される。標準原価計算は，統計的，科学的な方法によって算出され
た標準原価をもちいて，製造活動の能率の維持・向上を目指した原価管理を目
的とした一連の手続である。標準原価は，さらに，適正な製晶製造原価を算定
するときの基礎データともなる。
　直接原価計算と標準原価計算は，予算管理との連繋について多く議論されて
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きた。現在，これらの手法が予算管理を行ううえでの基礎となっていることは，
周知のとおりである。したがって，短期的計画における管理会計手法はすべて
予算管理を中心として体系づけられていることになる。その意味で，管理会計
の基本的なフレームワークは，予算管理であるといっても過言ではない。
4．伝統的管理会計手法と期閲損益計算
　以上が伝統的な管理会計における代表的な手法である。これらは，設備投資
の経済計算など一部の手法を除いて，ほとんどが短期的計画，すなわち利益計
画における計画設定や業績管理のための用具となっている。
　すでに述べたように，禾11益計画は，次年度における利益目標を達成するため
の計画である。また，利益計画は，長期的計画の目標をブレークダウンして設
定されるため，長期的計画を実行するための具体的な計画でもある。したがっ
て，利益計画における目標の達成度は，利益目標の達成と長期的計画の実行の
点から，非常に重要になる。
　このことから，利益計画の会計モデルである予算は，目標を会計数値でより
具体的に示すことになる点で意味がある。また，各年度の経営活動の結果であ
る期聞損益の実績を，予算と比較してその差異の要因を分析するのも，目標利
益を達成することが重要視されるためである。
　このことは，元来会計システムが1年問の期間損益計算を前提とした財務情
報システムとして生成，確立してきたことと深い関係があると恩われる。した
がって，伝統的な管理会計の手法は，意識的にか無意識的にか，会計理論の基
本的な前提条件である期間損益計算を念頭におき，その範囲内での適用につい
て研究されてきたといえる。その論拠としては，予算管理そのものが短期的計
画である利益計画と表裏一体であり，直接原価計算，標準原価計算も予算管理
に包摂されることが指摘できる。反対にいえば，従来の管理会計研究では，期
間損益計算の範囲外，すなわち1年を趨える期間に関わる意思決定については，
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あまり検討してこなかった。そのため，長期的計画に関わる管理会計手法は，
プロジェクト別の損益計算としての設備投資の経済計算や差額収益原価分析と
いう手法だけとなり，十分に検討されているとはいえない。
　このような見方は，管理会計情報の有用性が喪失したと問題提起したJohn－
sonとKap1anも指摘している。彼らは，管理会計情報の有用性が喪失したの
は，伝統的な管理会計システムが現在の製造状況にそぐわず，陳腐化したため
だとしている。そして，その陳腐化の要因として，期間損益計算を前提とする
財務会計との関係を指摘しているのである。
m　昨今の管理会計研究の潮流
ユ．Jo㎞sonとKap1anの指摘
　『有用性の喪失』によると，「管理会計システムの陳腐化は一夜にして起
こったのではない」という［IohnsonandKaplan，1987，P．260］。Johnsonと
Kaplanによれば，1925年までにアメリカの製造企業は，今日知られているす
べての管理会計手続を事実上開発していたが，1925年以降に，複雑な階層組織
を統制するために，経営者たちが用いた情報に微妙な変化が起こったという。
そこで彼らは，経営者たちに，財務諸表のために用意された棚卸資産原価惰報
を，戦略的経営管理の目的で不適切に用いるようにしむけた事情を跡付けるた
めに，1920年までの製造業における原価情報を概観したDohnson　and　kaplan，
1987，PP．125－126］。
　その歴史的な分析のなかで，JohnsonとKap1anが発見した「有用性喪失」
の原因は，以下の5点にまとめることができる口ohnson　and　Kapian，1987，pp．
126－146］。
①第1次世界大戦以後は，製晶原価に関する正確な情報を収集し処理するた
　　めには，高額なコストがかかった
②1900年以後，資本市場などへの財務報告のために，棚卸資産原価の計算が
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　　経営管理目的の原価計算にとって代わった
③第1次世界大戦以降の大学における会計教育やテキストが，棚卸資産原価
　　の計算を原価計算と見なしていた
④1930年代以来の会計の歴史に関する著述が，原価計算の発展史を財務会計
　　的な視点から解釈した
⑤取引を内部化したアメリカの企業組織が，申間財のコストを記録し，計算
　　する必要性が生じたため，原価勘定と財務勘定とをr縞合」させた
JohnsonとKaplanは，これらの原因のうち，とくに①と⑤とを強調する。
アメリカ企業は，高額な増分原価を必要とした正確な製品原価の算定を断念し，
また取引を内部化したために，データを財務勘定に求めた。その結果，原価勘
定と財務勘定とを「結合」させることになり，そのことが有用性喪失の直接の
原因となったと主張している。
　その一方で，②ないし④の原因については，財務会計思考の優位として説明
している。すなわち，期問損益計算を前提とした財務会計の報告目的のために
行われる棚卸資産原価の計算だけが，原価計算として重要視されるようになっ
た。そのため，棚卸資産原価の計算が，管理的原価計算（managerial　cost
aCCOmting）にとって替わったという。そして，経営者が，意思決定に必要な
原価情報を，財務会計的な棚卸資産評価のための原価計算システムのみに求め
ることになり，経営者の意思決定を誤らせる結果になったという。
　しかしながら，Johns㎝とK劃planは，有用性の喪失を指摘するのみではな
かった。すでにこの本の第10章において，現在はAB　Cとして知られる，トラ
ンザクション・コステイング（tranSaCtion　COSti㎎）などを検討しはじめてい
た一口ohnson　and　Kaplan，1987－pp．227－251］。すなわち，有用性の喪失を再獲
得するための処方菱についても示唆しているのである。
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2．有用性再獲得の処方菱
　ただし，ここで彼らがことさらに強調するのは，財務会計目的の会計情報シ
ステムによって提供されるデータを管理会計目的で用いることへの批判である。
経営上の意恩決定に，財務会計的な棚卸資産原個の計算から求められた原価
データを用いるために，経営者は誤った判断をするのだという。これを改善す
るために，新しい会計情報システムヘの視角として提唱されたのが，ABCな
のである。また，短期的利益を指向した財務指標を用いることも誤りで，非財
務的な指標の重要性も強調している。したがって，彼らは，1年の期聞損益計
算を前提とした財務会計的な思考にとらわれるから，あるいは，財務会計的な
目的で設計された原価計算システムを用いるから，意思決定に有用な情報を入
手することができないということを強調していると思われる。
　そして，JohnsonとKaplanは，管理会計システムの改善の方向として，管
理会計が生成，確立してきた時代と同じように，会計人（a㏄O㎜tantS）と技
術者（e㎎ineerS）とが提携することを主張する。彼らは，この本の巻末で，
「技術者たちや現業管理者たちの積極的な関与が，新しい管理会計システムを
設計するときには必要不可欠である」口ohnson　and　Kap1an，1987，p．262］とい
う。Kaplanにいたっては，「とにかく今日ほとんどの企業で未だに用いられて
いる標準原価計算を発展させたのは，1890年から1915年にわたる科学的管理運
動における技術者たちである」［Kap1an，1985，pp，15－16］とまでいっている。
極端ないいかたをすれば，彼らのいう改善の方向は，財務会計的思考からの離
脱であると受け取れる。
　事実，その後の両者の研究は，会計数値をどのようにとらえるかをめぐって
展開していく。Kap1anは，期間損益計算からの脱却を思考し，Robin　Cooper
らとAB　Cの研究に専心した。管理会計システムの改善の方向に進んだのであ
る［CooPer　and　Kap1m，1991；Cooper　et　al．、1992］ほ〕。一方，Johnsonは，会計
数値そのものからの脱却を指向し，会計数値を経営管理に用いること自体が誤
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りであると指摘する。彼によると，AB　Cもまた，有用性喪失の再現になると
までいう　口ohnson，1992，pp．I31－154］。
　いずれにせよ，Johns㎝とKaplanの問題提起が，管理会計研究が活発化し
たことの引き金になったことは問違いない。その申で，新しい研究対象が管理
会計研究の射程内にとらえられるようになった。たとえば，AB　Cは世界申で
研究されるようになった。また，わが国を中心として，原価企画の研究も盛ん
になった。そして，ライフサイクル・コステイング（lifε一cyc1ecosting），品質
原価計算（quality　costi㎎）といった領域も研究対象として頻繁に取り上げら
れるようになっれさらに，リエンジニアリングにおける管理会計の役割期待
についても議論されている。これらはすべて，戦略的な文脈における管理会計
の可能性を指摘したものであるといえるω。
1V　戦略的管理会計への視角
ユ．戦略的管理会計の前提
　以上に見てきたように，期闘損益計算を基盤とした予算管理が中心である伝
統的な管理会計手法のみでは，もはや縫営管理，とりわけ長期的計画に役立つ
情報を十分には提供できないということを認識するべきである。すなわち，管
理会計システムにとって，設備投資の経済計算や差額原価収益分析以外にも，
長期的計画に有用な情報を提供することが重要な課題になってくるのである。
したがって，管理会計システムの改善をめざすことが必要であることについて
は，多くの管理会計研究者の認識が一致している。そこで，戦略的な文脈にお
ける管理会計，すなわち，戦略的管理会計（StrategiC　management　aCCO㎜t－
i㎎）の可能性について検討する必要がある。
　ここでいう戦略的管理会計とは，戦略的計画の形成および実行において会計
情報を利用するという意味での管理会計をいうむすなわち，「戦略的経営のた
めの会計（acco㎜tmg　for　stratεgic　managem㎝t）」［Ward，1992，p．4］というこ
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とになる。管理会計情報を戦略的に利用するという意味ではない。したがって，
戦略的計画の形成および実行に必要な情報を会計システムが提供できるかどう
かという点が主要な問題となる。
　もちろん，経営戦略と一口にいっても，全社レベルの企業戦略（corporate
Strategy），企業戦略を受けて展開される個別の事業分野での事業戦略
（business　strategy）および企業組織を構成している機能別の機能戦略
（functi㎝a1strategy）といった階層が存在していることも念頭におかなくて
はならない。そして，戦略レベルの高い次元では会計情報の重用度が相対的に
図1　競争戦略形成のための分析フレームワーク
環饒分析
　政　　治
　経　　済
　文　　化
顧客分折
　甫場細分化
　購貿動機
　潜在的二一ズ
白己分析
　業績分析
　内部組織
　コスト分析
　ポートフォリオ分析
財務上の資源と節約
藁界分析
蒙界溝造，規漢
　桑界の5スト溝造
　流遷チャネル
コンペテイター分栃
　コンペティターの識渕
窺棲・成長僅・収益鑑
現在および遇去の戦酪
　コスト構造と撤遼簿睦
機会と脅威，強みと弱みに基づいた戦略の識別と選択
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低く，戦略レベルの低い次元では会計情報の重用度が相対的に高くなることが
考えられる。以下本論では，事業戦略より低い次元の戦略，とくに競争戦略に
議論をしぼり，管理会計情報との関違について考察することとする。
　ここでいう競争戦略とは，ある市場の中で，コンペティター（competitor）
といかに戦うかについての基本的な方針のことである。「いかに戦うか」とい
う内容では，どのような製品を取り扱うかということが主要な課題である。そ
こで，競争戦略へのアプローチは，市場，製品，コンペティターという3つの
重要な要素から求められるといっても過言ではない。
　競争戦略を形成するには，まず企業をとりまく関連諸要因を分析しなくては
ならない。図1は，その分析フレームワークの概要を示している｛5〕。このフ
レームワークは，企業外部の要因を対象とする外部分析（網かけ都分）と，企
業内部の要因を対象とする自己分析（白い部分）とに大別される。
　外都分析では，企業が直面している顕在的および潜在的な機会と脅威を認識
し理解し，また，戦略上の問題点を明確にする。これらの作業は，顧客分析，
コンペティター分析，業界分析，環境分析という4つの視角に基づいて行われ
る。ここでいう機会とは，適切な戦略的対応をすることによって売上や利益を
大幅に増加できるような傾向や事象をいう。これに対して，脅威とは，戦略的
な対応を行わない場合に，現在の売上や利益が大きく減少するような傾向や事
象のことである。
　自己分析では，自社の重要な戦略的側面を詳細に理解すること，とりわけ，
戦略上の強み，弱み，問題点，制約および疑問点を認識することを目的として
いる。ここでは，業績分析，内部組織，コスト分析，プロダクト・ポートフォ
リオ分析，財務上の資源と制約などの観点から，分析が行われる。
　このようなフレームワークに基づいて競争戦略を形成するプロセスは，単純
に運続しているのではない。例えば，分析をすすめていく段階で，顧客分析に
おける要因と，コンペティター分析における要因が重複したり，互いに大きく
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相関することがあるだろう。また，製品に関連して自社とコンペテイターのコ
スト優位性を比較する場合には，顧客分析，コンペティター分析，および自己
分析などからデータを得る必要があるだろう。さらに，この分析フレームワー
クに基づいて認識された，複数の戦略代替案を評価・選択する段階では，再び
コンペテイター分析や顧客分析，あるいは業界分析のデータが必要となること
もあるだろう。それゆえ，競争戦賂形成のプロセスでは，反復的・循環的・横
断的な分析が必要であるといえる。
2．会計とマーケティングとの提携
　以上のような競争戦略形成のプロセスを前提とした場合，どのような管理会
計情報が必要になるのであろうか。すでに述べたように，Jo㎞sonとKaplan
は，管理会計システムの改善のためには，会計人と技術者との提携を主張して
いた。製造業を念頭において展開された管理会計の生成，確立の歴史を見れば，
技術者との提携をいま一度という論理もうなずける。生産活動における会計情
報の改善を目論むのであれば，生産管理の現場から必要な情報を収集する必要
もあるので，技術者との対話が重要なポイントになることは理解できる。原価
企画や品質原価計算といった研究対象について，工学系の分野において先行的
研究が見られることも，このような主張の論拠となるだろう。
　しかしながら，これまで見てきたように，競争戦略の形成において必要な情
報は，その源泉のかなりの部分がマーケティングに関連があるものであるとい
える。技術者，すなわち，生産管理や生産工学の分野からは，より詳細な定量
的情報についてのアプローチは導入できるが，市場動向についての情報を得る
ことは不可能ではないにしても，困難なのではないか。むしろ，競争戦略に対
して先行研究が数多く存在しているのはマーケテイング論の分野である。マー
ケティング論の分野にこそ，会計数値にはない，定性的な情報や非財務的な定
量的情報に対する研究が多く存在している。このことが，設備投資の経済計算
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や差額原価収益分析における意思決定で重要とされている，定性的情報へのア
プローチにも大きな示唆を与えるのではないか。管理会計研究者は，製造業を
念頭においた管理会計のみではなく，もっと広い視野に立って研究するべきで
ある。
　したがって，Johns㎝とKap1anの主張に習えば今後，会計人はマーケ
ティング分野の研究者（marketer）と共同研究をすべきである。その共同研究
を通じて，競争戦略，とりわけマーケティング戦略と会計情報の違繋について
検討していく必要があると思われる。そこでは，競争戦略の形成に会計情報は
必要であるのか，必要であるとすればその会計情報とはどんなタイプの会計情
報か，ということが研究の主題となるだろう。そこで，競争戦略の形成に必要
な情報を洗いだし，そのうち，どこまでが定量化可能か，あるいはどこまでが
貨幣的測定が可能かという視点で吟味する作業が必要になるだろう。
3．利用者志向の管理会計情報
　次に，このような戦略的管翼会計情報の作成者と利用者を想定してみる。従
来，管理会計情報の作成者は経理部門である。戦略的管理会計情報も，プロ
ジェクト別損益計算を申心とした会計情報であるため，その作成は経理部門が
行うことになる。そして，戦略的管理会計情報の利用着はトップ・マネジメン
トや，マーケテイング部門が想定できる。
　このときに考慮しなければならないのは，情報の利用者の使い勝手である。
これまでの反省として，JohnsonとKaplanの指摘にもあるように，情報の利
用者の二一ズにあった管理会計惰報を会計システムが提供しなかったことが間
題なのである。トップ・マネジメントやマーケティング都門は，従来の管理会
計惰報に対して有用であると考えているのか，管理会計惰報を改善する必要が
あるとすればどのような点を改善すべきなのか。究極的には，トップ・マネジ
メントやマーケティング部門が必要とする管理会計惰報とはどのようなものな
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のかということを検討しなくてはならない。こういった問題についても，惰報
の作成者側だけではなく，情報の利用者側の立場からも検討する必要がある。
　この点に関わらせていえば，従来の管理会計研究も，情報の作成者側の立場
からのものがほとんどであったように思われる。たとえば，管理会計研究者が
実態調査を行うにあたっては，その対象として経理部門にアンケート調査など
を依頼している場合が多いことが指摘できる。しかしながら，このような調査
方法では，情報の作成者側から意見は聞くことができるが，情報の利用者側か
ら意見を聞くことはあまり期待できないのではないか。むしろ，これからは，
管理会計情報の利用者であるトップ・マネジメントやマーケティング部門に対
して聞く耳を持つべきではないだろうか。経理部門の立場にたった情報だけで
はなく，マーケティングの概念や，マーケテイング活動から得られた情報にも
とづいて会計数値で表された意思決定のための情報を提示できれば，経理部門
以外の人達に会計情報に対する理解を深めてもらうことが期待できるのではな
いだろうか。
4．管理会計の有用性
　これまで考察してきたように，戦略的管理会計の研究では，期間損益計算を
離れ，競争戦略の形成における管理会計情報の役割について検討することが，
当面の課題となる。しかしながら，その一方で，管理会計は会計である以上，
期間損益計算との連繋は重要である。というのも，現在の株式会社制度を考え
れば，経営者の責任として目標利益を確保することは，非常に重大な問題であ
るため，最終的に次年度の目標利益を達成できるかどうかということは，管理
会計においては最大の関心事であるからである。
　それゆえ，すべての管理会計情報は，期間損益計算を前提とした予算に反映
させる必要がある。戦略的管理会計の情報をブレークダウンし，利益計画の設
定や予算の編成に際して織り込むことができれば，経営管理上の定量的な情報
　378
　　　　　　　　　　　　　　戦略的管理会計の模索　　　　　　　　　　　　　　179
はすべて管理会計情報に変換することができる。その結果，管理会計のフレー
ムワークで，経営活動のかなりの部分を期間損益計算に還元することができる。
この意味で，管理会計には，まだ有用性があるといえる。
　このときに，問題となるのは，情報処理の手続とコストの問題である。この
点については，コンピュータの発展により解決できるであろう。すなわち，同
じ会計情報のデータベースから様々な加工処理をした情報を，容易に，タイム
リーに，そして，ロー・コストで作成できるようになれば，必要な情報を目的
に応じていつでも取り出すことができる。
　戦酪的管理会計の研究は，まだ端緒についたばかりである。戦略的管理会計
が確立すれば，管理会計情報を利用する領域が拡大することは期待できるが，
いくつかの問題点を克服する必要がある。それらをふまえたうえで，戦略的管
理会計の可能性を探ることが，管理会計研究者の今後の課題のひとつである。
注11〕アメリカ管理会計論の歴史的展闘の全般について知るには，伊藤［1992］が格好のテキストと
　なるであろう。
　12〕ここでいうABCとは，その応用でもあるアクティピテイ・ベイスト・マネジメント
　　（鮒wlty－based　ma皿agem㎝t　l　ABM）も含め，広義の意味で用いている。
　13〕K宜planの管理会計観については，長谷川［ユ990］を参照されたい。
　ω管理会計研究における新しい議論については会計フロンティア研究会［1994］を，ABCにつ
　いてはCooperとK目p1an〔199工j，Cooperほか［1992］，小管ほか［ユ994コ，櫻丼［1995］などが
　詳しい自原価企画については加登正1993コ，原価企画特別委員会［1994］，囲中・小林［ユ995］，
　山本ほか［1994］を，リエンジニアリングにおける管理会計の役割期待については伊藤［1994］
　　を，それぞれ参照されたい。
　1引　競争戦略を形成するプロセスの詳細については，Aak・r［1984］，Day［1984］などを参照され
　　たい。
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